
２．海洋の産業利用の促進 ①

○国内石油天然ガスに係る地質調査・メタンハイドレートの研究開発等事業
（経済産業省） 260.7億円（R2当初：258.0億円）

（２）国内石油天然ガス基礎試錐・試錐支援

三次元物理探査等の結果を踏まえつつ、地

質・地質構造の具体的な把握を主目的として基

礎試錐（掘削調査）を実施する。また、民間企業

が自ら実施する試錐に対して、経費の一部を補

助する。

（１）国内石油天然ガス基礎物理探査

三次元物理探査船を用いて、日本周辺海域

の未探鉱地域等における石油・天然ガスのポテ

ンシャルを把握するための調査を行う。

（３）メタンハイドレートの研究開発

日本周辺海域に相当量の賦存が期待されるメ

タンハイドレートについて、我が国のエネルギー

安定供給に資する重要なエネルギー資源として、

将来の商業生産を可能とするための技術開発

を行う。

三次元物理探査船「たんさ」

海上大型掘削装置

○海洋鉱物資源開発に向けた資源量評価・
生産技術等調査事業（経済産業省）

91.0億円（R2当初：89.0億円）

海洋資源調査船「白嶺」

海底熱水鉱床、コバルトリッチクラスト、マンガ

ン団塊等といった海洋鉱物資源の資源量評価

や生産技術の開発に向けた基礎的な研究・調

査等を行う。

メタンハイドレートの賦存形態図

（１）海洋資源の開発及び利用の促進

○洋上風力発電に係る技術開発・実証研究等

次世代浮体式
洋上風力発電実証機

・洋上風力発電等の導入拡大に
向けた研究開発（経済産業省）

82.8億円（R2当初：76.5億円）

・福島沖での浮体式洋上風力発電
システムの実証研究事業委託費

（経済産業省）
48.0億円（R2当初：25.0億円）

福島沖の5MW浮体式
風車「ふくしま浜風」

生産技術の基礎調査 コバルトリッチクラストの分布 7

○浮体式洋上風力発電による地域の脱炭素化ビジネス促進事業（環境省）
4.0億円（R2当初：5.0億円）

深い海域の多い我が国におけ

る浮体式洋上風力発電の導入

を加速するため、浮体式洋上風

力発電の早期普及に貢献する

ための情報や、地域が浮体式

洋 上 風 力 発 電 に よ る エ ネ ル

ギーの地産地消を目指すに当

たって必要な各種調査や当該

地域における事業性・二酸化炭

素削減効果の見通しなどを検

討し、脱炭素化ビジネスの促進

に取り組む。



２．海洋の産業利用の促進 ②

（２）海洋産業の振興及び国際競争力の強化

○海事産業の国際競争力強化（国土交通省） 6.7億円（R2当初：7.5億円、R2第3次補正：19.7億円）

集約化による設計・製造・営業の強化

抜本的な生産性向上

次世代技術の技術開発

新技術の導入（エンジンの遠隔監視）

海事人材の確保

我が国海事産業が目指す姿

○クルーズを安心して楽しめる環境づくり（国土交通省）
港湾整備事業：2,411.8億円 の内数

（R2当初※：2,410.8億円の内数、R2第3次補正：936.3億円の内数）
国際クルーズ旅客受入機能高度化事業：5.1億円（R2当初※：6.0億円）
※R2年度当初予算額については、「臨時・特別の措置」（防災・減災、国土強靭化関係）を含まない額

（３）海上輸送の確保

○海運業における生産性向上・事業基盤の強化（国土交通省）
0.4億円（R2当初：0.2億円）

内航船の供給に関する規制が令和3年8月に終了する見込みであることや内航船員の

高齢化の現状も踏まえ、船員の働き方改革、新技術の活用や運航・経営効率化による

生産性向上等を一体的に推進する。

内航海運暫定措置事業終了も踏まえた
荷主等との取引環境の適正化

●船員の労働時間管理に対するオペレーターの関与強化
（船員の労働時間を考慮した運航スケジュール設定）

●荷主の協力促進 （法令遵守への協力を担保）
●契約の適正化 （書面化）
●急激な景気変動等への対応 （セーフティーネットの存続）

内航海運の運航・経営効率化、
新技術の活用

内航海運等を支える
船員の働き方改革の推進

●多様な事業形態に対応した仕組みづくり
（船舶管理業の確立）

●新技術の活用促進
（安全の担保とそれに応じた規制の運用）

●物流システムの効率化 （RORO船の活用）

●船員の労働環境の改善
（労務管理の適正化、多様な働き方の実現等）

●船員の健康確保 （船員向け産業医制度等）

【船員の労働環境改善・健康確保】

【市場環境の整備】 【内航海運の生産性向上】

実施イメージ
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造船業では公的支援を背景とした中韓勢の厳しい低船価攻勢に加えコロナ禍による一層の市況低迷により手持ち工事量が激減（通常2年分以上必要なところ1.03年）して
おり、事業基盤強化が必要。また、海運業においても荷動量や観光需要が減少し、内航海運業では経営力の向上が必要となっている。さらに、船員でも顕著な高齢化に対応
して若手船員の定着を図るための働き方改革等が急務といった課題に直面している。これらの課題の克服のため、海事産業（海運と、これを支える物的基盤（造船）と人的基
盤（船員））の基盤強化のための措置を一体的に講じることにより、我が国海事産業の更なる発展と安定的な海上輸送の確保を図る。

事業基盤強化による経営力
向上・船員の安定的確保

安定的な
海上輸送の確保

（安全、安心、生産性向上）

＜海運＞
競争力強化、

生産性向上による
事業基盤の強化

＜造船＞
事業再編、

生産性向上による
競争基盤の強化

＜担い手＞
働き方改革による
労働環境の改善

新型コロナウイルス感染症の感染防止対策例（イメージ）

旅客ターミナル等における感染防止対策をはじめとするハード・ソフト両面にわたる

支援を実施し、安心してクルーズを楽しめる環境整備を推進する。

隔離設備 （陰圧テント） 検温設備（サーモグラフィ）



２．海洋の産業利用の促進 ③

（４）水産資源の適切な管理と水産業の成長産業化
○国際コンテナ戦略港湾政策の推進（国土交通省）

457.6億円（R2当初：430.2億円、R2第3次補正：972.0億円の内数）

「国際コンテナ戦略港湾政策推進委員会最終とりまとめフォローアップ」（平成31

年3月）を踏まえ、欧州・北米航路をはじめ、中南米・アフリカ等多方面・多頻度の直航

サービスを充実させることを政策目標として、重点的・効率的な集貨を促進するととも

に、港湾物流の生産性向上に向けて、「ヒトを支援するAIターミナル」の各種取組及び

港湾関連データ連携基盤の構築の一体的な実施を加速させるなど、｢集貨｣｢創貨｣

｢競争力強化｣の3本柱の取組を引き続き推進する。

Cargo Volume

Cost

Convenience

・当該港湾への寄港で取り扱える貨物量が多いこと

・コンテナ船の寄港コストや荷主の利用コストが低廉
であること

・大型船が支障なく寄港できる施設が整っていること
・寄港に伴う時間的なロスが少ないこと
・周辺港や内陸との円滑な接続が可能であること
・流通加工等付加価値を提供する機能が充実している

こと

国際コンテナ戦略港湾への
「集貨」

国際コンテナ戦略港湾への
産業集積による「創貨」

国際コンテナ戦略港湾の
「競争力強化」

目標達成のために港が備えるべき要件

・国際コンテナ戦略港湾におけるアジア広域からの集貨に資

するフィーダー航路網の充実及び積替機能強化を促進 等

・荷さばき、流通加工、保管等の複合機能を有する物流施設

のコンテナターミナル近傍への立地を促進 等

・コンテナ船の大型化や取扱貨物量の増大等に対応した大水

深コンテナターミナルの機能強化

・良好な労働環境と世界最高水準の生産性を確保するため

「ヒトを支援するＡＩターミナル」を実現

・とん税・特別とん税に係る特例措置等による入出港コスト

低減 等

今後の取り組み

○新たな資源管理システムの着実な実施（農林水産省）
120.7億円（R2当初：99.4億円、R2第3次補正：2.1億円）

国際的にみて遜色のない水産資源の評価・管理

方法の導入により水産資源を回復するため、調査

船調査、漁船を活用したデータ収集、市場調査体

制の整備、データベースの構築等を通じて、資源

評価対象種の拡大や資源評価の精度向上等を推

進する。また、不漁等が続く魚種について、追加調

査を実施することにより不漁要因等の解明を行う。

○水産環境整備事業（農林水産省）
123.3億円（R2当初：137.0億円、R2第3次補正：12.5億円）

海域全体の生産力の底

上げを目指した広域的な

水産環境整備を推進する。

○漁業経営安定対策と漁業構造改革の推進（農林水産省）
221.2億円（R2当初：173.5億円、R2第3次補正：487.9億円）

＜ヒトを支援するAIターミナル＞
我が国コンテナターミナルにおいて、「ヒトを支援するAIターミナル」を実現し、

良好な労働環境と世界最高水準の生産性を確保する。これにより、令和5年
度中にコンテナ船の大型化に際してもその運航スケジュールを遵守した上で、
外来トレーラーのゲート前待機をほぼ解消することを目指す。

9

計画的に資源管理等に取り組む漁業

者を対象に、漁獲変動等に伴う減収を

補填する漁業収入安定対策を強化す

るとともに、燃油や配合飼料の価格上

昇に対するコスト対策等を実施する。

漁業所得の向上と年齢バランスのとれた
就業構造を実現するため、高性能漁船の導
入等による収益性向上や、居住性・安全
性・作業性の高い漁船の計画的・効率的な
導入手法等の実証の取組等を支援する。




